
京都市市税条例の一部を改正する条例（令和６年５月１０日京都市条例第   号）（行

財政局税務部税制課） 

１ 地方税法の一部改正に伴い、次のとおり必要な措置を講じることとしました。 

⑴ 個人の市民税 

令和６年度分（一定の者については令和７年度分）の個人の市民税について、定

額による特別税額控除を実施します。（附則第５条の５から第５条の９まで関係） 

⑵ 固定資産税及び都市計画税 

ア 令和７年度分又は令和８年度分の固定資産税に限り、自然的及び社会的条件か

らみて類似の利用価値を有すると認められる地域において地価が下落し、修正前

の価格を課税標準とすることが固定資産税の課税上著しく均衡を失すると市長が

認める場合には、修正前の価格を修正基準により修正した価格を当該年度分の固

定資産税の課税標準とします。（附則第８条の２、第１１条及び第１１条の２関

係） 

イ 都市再生特別措置法に規定する一体型滞在快適性等向上事業の実施主体が令和

６年４月１日から令和８年３月３１日までの間に当該事業により整備した一定の

固定資産に係る固定資産税及び都市計画税の課税標準の特例措置について、特例

割合を２分の１を参酌して３分の１以上３分の２以下の範囲内において市町村の

条例で定める割合とすることとされたことに伴い、当該割合を２分の１とします。

（附則第７条関係） 

ウ 一定の特定バイオマス発電設備（バイオマスのうち木竹に由来するもの又は農

作物の収穫に伴って生じるバイオマスを電気に変換するものに限る。）に係る固

定資産税の課税標準の特例措置について、特例割合を７分の６を参酌して１４分

の１１以上１４分の１３以下の範囲内において市町村の条例で定める割合とする

こととされたことに伴い、当該割合を７分の６とします。（附則第７条関係） 

２ 現下の物価上昇を踏まえ、宿泊を伴わないで入湯する者の入湯税が課税免除とな

る料金の水準を１，０００円から１，５００円へ引き上げることとします。（第１

７７条関係） 

３ その他 

⑴ その他必要な規定の整備を行います。 

⑵ 上記２の改正は令和７年１月１日から、その他の改正は公布の日等から施行しま
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す。 



京都市市税条例の一部を改正する条例を公布する。 

令和６年５月１０日 

京都市長  松 井 孝 治 

京都市条例第   号 

京都市市税条例の一部を改正する条例 

京都市市税条例の一部を次のように改正する。 

第１３条から第１５条までを次のように改める。 

第１３条から第１５条まで 削除 

第２７条の６第４項第１号中「及び第３号」を「から第４号まで」に改め、同項第２

号を削り、同項第３号を同項第２号とする。 

第４６条の２及び第４６条の３中「ところ」を「事項を記載した書面」に改める。 

第６８条第２項本文中「国並びに法第２５条第１項第１号に規定する非課税独立行政

法人、国立大学法人等及び日本年金機構並びに都道府県、市町村、特別区、これらの組合、

財産区、合併特例区、同号に規定する地方独立行政法人」を「法第４４５条第１項の規定

により種別割を課することができない者」に改める。 

第６９条第４号中「第６４条第４項」を「第１５２条第５項」に改める。 

第７９条中「売買、貸借」を「売買し、貸借し、」に改める。 

第１７７条第３号中「１，０００円」を「１，５００円」に改める。 

附則第４条の４の２を削る。 

附則第５条の４中「附則第４条の５第２項」を「附則第４条の８第２項」に改め、同条

の次に次の５条を加える。 

（令和６年度分の個人の市民税の特別税額控除） 

第５条の５ 令和６年度分の個人の市民税に限り、法附則第５条の８第４項及び第５項に

規定するところにより控除すべき市民税に係る令和６年度分特別税額控除額を、前年

の合計所得金額が１，８０５万円以下である所得割の納税義務者（次条において「特

別税額控除対象納税義務者」という。）の第２７条の３及び第２７条の６並びに附則

第４条の４、第５条の３及び第６条の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第２７条の６第３項及び第３２条の８の８第１

項の規定の適用については、第２７条の６第３項中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額（附則第５条の５第１項の規定の適用を受ける前のものをいう。）」と、第３
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２条の８の８第１項中「課した」とあるのは「附則第５条の５第１項の規定の適用が

ないものとした場合に課すべき」と、「の前々年中」とあるのは「の同項の規定の適

用がないものとした場合における前々年中」と、「、前々年中」とあるのは「、附則

第５条の５第１項の規定の適用がないものとした場合における前々年中」とする。 

（令和６年度分の個人の市民税の普通徴収に関する特例） 

第５条の６ 令和６年度分の個人の市民税（特別税額控除対象納税義務者に係るものに限

る。以下附則第５条の８までにおいて同じ。）に限り、第３０条第１項の規定により

普通徴収の方法により徴収する個人の市民税（第３２条の８の２第３項及び第３７条

の１０の規定により徴収するものを除く。）の第３１条に規定する納期における徴収

については、法附則第５条の９第１項各号に定めるところによる。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第３１条第２項の規定の適用については、同項

中「個人の市民税額」とあるのは、「附則第５条の５第１項の規定の適用がないもの

とした場合に算出される個人の市民税額」とする。 

３ 令和６年度分の個人の市民税（第３１条第１項に規定する第１期の納期から第３２条

の８第１項の規定により普通徴収の方法により徴収されることとなったものを除

く。）を同項の規定により普通徴収の方法により徴収する場合については、前２項の

規定は、適用しない。 

（令和６年度分の給与所得に係る個人の市民税の特別徴収に関する特例） 

第５条の７ 附則第５条の５第１項の規定の適用がある場合における第３２条の５第１項

の規定の適用については、令和６年度分の個人の市民税に限り、同項本文中「１２分

の１」とあるのは「１１分の１」と、「６月」とあるのは「７月」とする。 

（令和６年度分の公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の特別徴収に関する特例） 

第５条の８ 令和６年度分の個人の市民税に限り、第３２条の８の２第１項の規定により

特別徴収の方法により徴収する公的年金等（第２８条第１項第１号に規定する公的年

金等をいう。以下この項において同じ。）に係る所得に係る個人の市民税（第３項に

おいて「年金所得に係る特別徴収の個人の市民税」という。）の徴収及び第３２条の

８の２第３項の規定により普通徴収の方法により徴収する公的年金等に係る所得に係

る個人の市民税の徴収については、法附則第５条の１１第１項各号（別に定める場合

にあっては、第４号及び第５号を除く。）に定めるところによる。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第３２条の８の５の規定の適用については、同



条第２項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属する年の１０月１日

から翌年の３月３１日までの間における当該特別徴収対象年金所得者に係る特別徴収

対象年金給付の支払の回数で除して得た額」とあるのは、「当該年度の初日の属する

年の１０月１日から翌年の３月３１日までの間において特別徴収対象年金給付の支払

をする際、附則第５条の８第１項において法附則第５条の１１第１項各号の規定によ

り特別徴収の方法によりそれぞれ徴収するものとされている額」とする。 

３ 令和６年度分の個人の市民税に限り、年金所得に係る特別徴収の個人の市民税の徴収

（第１項の規定の適用があるものを除く。）については、法附則第５条の１１第３項

各号（別に定める場合にあっては、第２号及び第３号を除く。）に定めるところによ

る。 

４ 前項の規定の適用がある場合における第３２条の８の５の規定の適用については、同

条第２項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属する年の１０月１日

から翌年の３月３１日までの間における当該特別徴収対象年金所得者に係る特別徴収

対象年金給付の支払の回数で除して得た額」とあるのは、「当該年度の初日の属する

年の１０月１日から翌年の３月３１日までの間において特別徴収対象年金給付の支払

をする際、附則第５条の８第３項において法附則第５条の１１第３項各号の規定によ

りそれぞれ徴収するものとされている額」とする。 

５ 前各項の規定は、令和６年度分の個人の市民税を第３２条の８の９第２項若しくは第

３２条の８の１０第１項の規定又は令附則第４条の１０第１項に規定する規定により

普通徴収の方法により徴収する場合については、適用しない。 

（令和７年度分の個人の市民税の特別税額控除） 

第５条の９ 令和７年度分の個人の市民税に限り、法附則第５条の１２第３項及び第４項

に規定するところにより控除すべき市民税に係る令和７年度特別税額控除額を、同条

第３項に規定する特別税額控除対象納税義務者の第２７条の３及び第２７条の６並び

に附則第４条の４、第５条の３及び第６条の規定を適用した場合の所得割の額から控

除する。 

附則第７条第１項第１号中「及び第２５項第４号」を「、第２５項第４号及び第３８

項」に改め、同項第５号を同項第６号とし、同項第４号の次に次の１号を加える。 

⑸ 法附則第１５条第２５項第２号 ７分の６ 

附則第８条の２の見出し中「令和４年度又は令和５年度」を「令和７年度又は令和８



年度」に改め、同条第１項中「令和４年度分又は令和５年度分」を「令和７年度分又は令

和８年度分」に改め、同条第２項中「令和４年度適用土地又は令和４年度類似適用土地」

を「令和７年度適用土地又は令和７年度類似適用土地」に、「令和５年度分」を「令和８

年度分」に改める。 

附則第８条の４中「、令和３年度分の固定資産税及び都市計画税を除き」を削る。 

附則第１１条第４項及び第５項中「令和４年度」を「令和７年度」に改め、同条第６

項及び第７項中「令和５年度」を「令和８年度」に改める。 

附則第１１条の２第４項及び第５項中「令和４年度」を「令和７年度」に改め、同条

第６項及び第７項中「令和５年度」を「令和８年度」に改める。 

附則第１２条第１項表以外の部分中「附則第１９条の３第５項」を「附則第１９条の

３第４項」に改め、同条第４項を削る。 

附則第１３条中「又は第４項」を削る。 

附則第１６条の４に次の３項を加える。 

２ 法附則第２９条の５第２項の規定による申告は、同条第１項の認定を受けようとする

土地の所在及び地積その他市長が必要と認める事項を記載した申告書により行わなけ

ればならない。 

３ 法附則第２９条の５第４項の規定による申請は、同条第３項の認定を受けようとする

土地の所在及び地積その他市長が必要と認める事項を記載した申請書により行わなけ

ればならない。 

４ 法附則第２９条の５第５項の規定による申請は、同条第１項又は第３項の確認を受け

ようとする土地の所在及び地積その他市長が必要と認める事項を記載した申請書によ

り行わなければならない。 

附則第１７条の５の２第３項第３号中「前２号」を「前３号」に改め、同号を同項第４

号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

⑶ 附則第５条の５及び第５条の９の規定の適用については、附則第５条の５第１項

及び第５条の９中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第１７条の

５の２第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

附則第１７条の６第３項後段中「の規定による市民税の所得割の額」を削り、「読み

替える」を「、同項第３号中「附則第１７条の５の２第１項」とあるのは「附則第１７条

の６第１項」と読み替える」に改める。 



附則第１８条第２項後段中「の規定による市民税の所得割の額」を削り、「読み替え

る」を「、同項第３号中「附則第１７条の５の２第１項」とあるのは「附則第１８条第１

項」と読み替える」に改める。 

附則第１９条第２項後段中「の規定による市民税の所得割の額」を削り、「読み替え

る」を「、同項第３号中「附則第１７条の５の２第１項」とあるのは「附則第１９条第１

項」と読み替える」に改める。 

附則第１９条の２第２項後段中「の規定による市民税の所得割の額」を削り、「読み

替える」を「、同項第３号中「附則第１７条の５の２第１項」とあるのは「附則第１９条

の２第１項」と読み替える」に改める。 

附則第１９条の２の２第２項後段中「の規定による市民税の所得割の額」を削り、

「読み替える」を「、同項第３号中「附則第１７条の５の２第１項」とあるのは「附則第

１９条の２の２第１項」と読み替える」に改める。 

附則第１９条の４第２項後段中「の規定による市民税の所得割の額」を削り、「読み

替える」を「、同項第３号中「附則第１７条の５の２第１項」とあるのは「附則第１９条

の４第１項」と読み替える」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

⑴ 第１７７条の改正規定 令和７年１月１日 

⑵ 第６９条の改正規定 令和７年４月１日 

⑶ 第２７条の６の改正規定 公益信託に関する法律の施行の日の属する年の翌年の

１月１日 

（固定資産税及び都市計画税に関する経過措置） 

第２条 令和２年４月１日から令和６年３月３１日までの間に新たに取得された地方税法

等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）第１条の規定による改正前の地方税

法（以下「旧法」という。）附則第１５条第２５項に規定する特定再生可能エネルギ

ー発電設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

第３条 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和２年法律第４３号）の施行の

日から令和６年３月３１日までの間に整備された旧法附則第１５条第３９項に規定す



る滞在快適性等向上施設等の用に供する固定資産に対して課する固定資産税及び都市

計画税については、なお従前の例による。 

（関係条例の一部改正） 

第４条 次に掲げる条例の規定中「、第１２条第１項及び第１３条第２項」を「及び第１

２条第１項」に改める。 

⑴ 京都市宿泊税条例第１７条後段 

⑵ 京都市非居住住宅利活用促進税条例第１７条後段 

（行財政局税務部税制課） 


